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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【No.3（医療分）】 

医療機能特化推進事業 

【総事業費】 

55,085 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 岐阜病院、多治見病院 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和 2 年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 本県の地域医療構想においては、医療ニーズからみて過剰と思われる急

性期病床から今後必要となる回復期病床への転換を図ることとしており、

そのためには主として急性期を担う病院や政策医療分野で貢献している

病院等における医療機能を特化することで、それ以外の病院が回復期に転

換する下地を整える必要がある。 
アウトカム指標：必要整備量に対する H30 年度の整備予定病床数 
（整備予定病床数）／（病床の必要量－27 年度病床機能報告） 

高度急性期：-53 床／-428 床（1,692 床－2,120 床） 
急性期  ：-524 床／-4,197 床（5,792 床－9,989 床） 
回復期  ：354 床／2,838 床（4,765 床－1,927 床） 
慢性期  ：-95 床／-766 床（2,729 床－3,495 床） 

事業の内容（当初計画） 救命救急あるいは特定の疾患の治療など、病院が特定の機能に特化・強

化するために必要となる施設整備、設備整備に対する助成（他の国補助が

ないものに限定） 
アウトプット指標（当初の目標

値） 

・機能の特化・強化を行う病院数 ３病院 

アウトプット指標（達成値） 機能の特化・強化を行った病院数 ３病院（令和元年度） 

土岐市立総合病院：核医学診断装置一式の導入 

県総合医療センター：入退室管理システム、電子内視鏡システムの導入 

県立多治見病院：分娩監視システム一式の導入 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 本事業により、補助対象となった医療機関が有する医療機能が強化さ

れ、地域における質の高い医療を確保し、症状に応じた適切な医療を効率

的に提供する体制が整備された。 
（２）事業の効率性 
 補助事業者を、5 疾病 5 事業の拠点病院等の指定を受けている医療機関

に限定することで、医療機能の集約・強化を促している。 

その他  
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１．事後評価のプロセス 

２．目標の達成状況 

３．事業の実施状況 

 

Ⅲ 介護施設整備等の支援 
 

事業の区

分 

３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 
岐阜県介護施設等整備事業 

【総事業費】 

718,793 千円 

事業の対

象となる

区域 

県全域 

事業の実

施主体 
岐阜県 

事業の期

間 

平成２８年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にあ

る医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整

備に要する経費を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備

を促進する。 

施設等種別 H28 年度末 H30 年度末 H31 年度末 

地域密着型特別養護老人ホーム 1,134 床 1,225 床 1,299 床 

認知症高齢者グループホーム 4,381 床 4,441 床 4,540 床 

小規模多機能型居宅介護事業所 82 カ所 88 カ所 94 カ所 

定期巡回・随時対応訪問介護 12 カ所 15 カ所 17 カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業

所 

6 カ所 10 カ所 14 カ所 

認知症対応型デイサービスセンタ

ー 

78 カ所 80 カ所 82 カ所 

地域包括支援センター  82 カ所 83 カ所 

   

事業の内

容 

 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 
 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
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 ③特別養護老人ホームのユニット化改修等に対して支援を行う。 

アウトプ

ット指標

（当初の

目標値） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予定し

ている地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
整備予定施設等（H28～H30） 

 地域密着型特別養護老人ホーム 140 床 

 認知症高齢者グループホーム 150 床 

 小規模多機能型居宅介護事業所 9 カ所 

 定期巡回・随時対応訪問介護 4 カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 6 カ所 

認知症対応型デイサービスセンター 3 カ所 

地域包括支援センター 1 カ所 
 

アウトプ

ット指標

（達成値） 
整備済み施設等 H30 年度 H31 年度 

地域密着型特別養護老人ホーム - 29 床 

認知症高齢者グループホーム 18 床 18 床 

小規模多機能型居宅介護事業所 1 カ所 - 

定期巡回・随時対応訪問介護 1 カ所 - 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 - - 

認知症対応型デイサービスセンター 1 カ所 - 

地域包括支援センター - - 

 

事業の有

効性・効率

性 

 

事業終了後 1年後のアウトカム指標 

種  別 H30 年度末 H31 年度末 R2 年度末 

地域密着型特別養護老人ホーム 1,124 床 1,299 床 1,341 床 

認知症高齢者グループホーム 4,484 床 4,540 床 4,576 床 

小規模多機能型居宅介護事業所 83 カ所 94 カ所 95 カ所 

定期巡回・随時対応訪問介護 14 カ所 17 カ所 18 カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事

業所 
10 カ所 14 カ所 15 カ所 
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（1）事業の有効性 

 介護保険事業（支援）計画に従った特別養護老人ホーム等の整備が進み、待機者の解消

に成果を出すことができた。 

（2）事業の効率性 

事業を実施する市町村との連絡調整を密に行い、早期に審査を実施することができ、効

率化を図ることができた。 

その他 H28:225,075 千円（施設整備費 179,747 千円、開設準備費 45,328 千円） 

H30:304,298 千円（施設整備費  80,948 千円、開設準備費 223,350 千円） 

H31:189,420 千円（施設整備費 169,815 千円、開設準備費 19,605 千円） 


